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介護保険財政は破綻する？ 

 

 地方自治体関係者から、「介護保険財政はいずれ破綻するのではないか」という声が聞かれ

る。保険給付費の伸びが著しい一方で、保険料負担の引上げが将来的には困難、という懸念から

のものである。保険料は３年ごとの改定で、平成１５年度には全国平均で１３％アップ、月額平

均３，２９３円となったが、保険給付費の伸びは年率約１０％であるので、次回改定の平成１８

年には月額４，０００円を超えると予想される。夫婦２人で月額８，０００円を徴収できるだろ

うか、保険者の市町村としては、頭を抱えるところである。 

 第２号被保険者にとっても、厚生年金保険料が毎年０．１７７％増、国民年金保険料も増、医

療保険料も増という中で、ほとんど保険給付の資格がない介護保険料がアップしていくことに対

して不満が高まるであろう。 

 保険料を徴収しやすくするために、遺族年金や障害年金からの保険料天引きをという提案があ

るが、仮にそうしたとしても、保険料負担増という構造は変わらない。この問題の解決のために

は、「入るを量りて、出ずるを制する」手法しかない。そこで、次のようないくつかの案が考え

られる。 

（１）被保険者の範囲の拡大、公費負担の増による保険料負担軽減策 

（２）要支援者を対象外とするなど保険給付の対象者の見直し 

（３）ホテルコストの徴収など一部負担の引上げによる給付費増の抑制 

（４）社会保障の総合調整のよる社会保障全体での保険料負担増の抑制 

 

対象者の見直しは可能か？ 

 

 このうち、被保険者を４０歳未満にまで拡大して、介護保険の支え手を増やすという案につい

ては、既にこの連載の第１回から第３回で論じたとおり、保険給付がないまま保険料負担増を求

めるということ対して異論がある。公費負担について、地方自治体関係者からは、国の５％の調

整交付金を外出しにすべきという提案がある。そうすると、保険財政全体では、公費５５％、保

険料４５％となる。しかし、現行制度でも、国保の第２号被保険者保険料に国庫負担が入ってい

ることから、実質的には、公費５８％前後となっているし、社会全体では保険料負担も税負担も

国民の負担としては同じである。 

 最近、要支援者を保険給付の対象外にすべき、という意見が聞かれる。介護保険財政としては

負担が緩和されるが、他方、一般会計で要支援者のための介護サービス提供を行うとすれば、

国、地方自治体の公費負担は増加する。最近、要支援者の増加が目に付くが、保険給付全体では

３％弱であり、さらに、制度検討時点で想定していた「虚弱高齢者数」よりははるかに少ない。

要支援者よりも、保険給付の支給限度額が２倍から３倍となる要介護１や要介護２のほうが、保

険財政に与える影響は大きい。この問題は、つまるところは、要介護認定基準の内容など認定方

法に帰する問題である。 

 

 

利用者負担増と社会保障の総合調整 

 

 医療保険と同様に、一部負担の引上げにより、保険財政の負担緩和や介護保険利用の適正化を



図るという手法が、当面は現実的な政策と考えられる。保険料負担が重いといっても、ひとたび

介護保険の利用者になると、保険料負担をはるかに上回る保険給付を享受することができる。た

とえば、介護保険施設に入所すれば、要介護度が低い場合でも月約３０万円前後の給付を受け、

しかも、継続的に給付を受ける。被保険者間で、サービスの利用者と未利用者との間では、介護

保険から受ける利益に大きな格差が存在するのである。したがって、介護保険施設におけるホテ

ルコストの徴収は避けて通れない課題であろう。 

 しかし、こうした対応以外に、①社会保障全体での調整による保険料負担増の緩和と、②保険

料負担に納得できる保険給付のあり方、について提案したい。 

 たとえば厚生年金受給者が介護保険施設に入所すると、老齢年金が年額約２００万円支給され

る以外に、介護保険から年額約３６０万円の保険給付が行われることになる。社会保険料の負担

緩和のためにも、これらの保険給付の相互調整を図る時期に至っている。あるいは、相続財産か

らの徴収という方法が検討されるべきである。 

 仮に保険料負担が増加するとしても、より多くの被保険者が介護保険から利益を受ける可能性

が高くなれば、負担増への納得が得られやすいあろう。この観点からみると、現行制度では、第

１号被保険者の約１２％程度しか保険給付を受けていないため、他の８８％の人たちから不満が

出る、という構造になっている。介護予防事業や配食サービス等への給付、介護手当の創設、第

２号被保険者への保険給付の拡大、若年障害者への適用などの対応策が考えられる。 

 

 

（今月のポイント） 介護保険財政の状況 

 

 介護費用（介護保険給付費と利用者負担額を合計した額）は、年率約１０％の伸びと増加傾向

にある（表参照）。社会保障審議会介護部会（平成１５年９月１２日）の資料によれば、保険給

付費の増加の原因は、在宅給付費の増加が大きい。平成１２年と平成１４年の平均月額給付費を

比較すると、全体では３１％の伸びであるが、在宅給付費は６４％の伸び、施設給付費は１４％

の伸びとなっている。１人あたり給付費では、在宅は１１％増、施設は１％減、利用者数の伸び

では、在宅は４８％増、施設は１６％増である。このことからわかるように、第１に在宅サービ

スの利用者の増大が、第２に１人当たり在宅サービス利用額の増大が、保険給付額全体を引き上

げていることがわかる。 

 なお、介護保険制度検討時点（平成９年）において、平成１７年度の介護費用総額は７兆円と

見込まれていた。介護報酬も要介護認定の詳細も決まっていなかった段階の「粗い試算」が、ほ

ぼ実態とあっていることに驚かされる。 

 

 

表  介護保険財政の推移 

 １２年度決算 １３年度決算 １４年度予算 １５年度予算 １６年度要求 

（歳入） ３８，０００ ４６，５６６ ４５，２００ ４８，０４５ ５４，５１５ 

第１号保険

料 
１，９２４ ５，８９９ ７，７００ ８，６４８ ９，８１３ 

第２号保険

料 
１１，２４３ １３，３９０ １４，９００ １５，３７４ １７，４４５ 

公費負担金 ２４，７４５ ２５，０７９ ２２，６００ ２４，０２３ ２７，２５７ 

 （うち国

庫支出金） 
（８，８６９） 

（１０，７５０

） 

（１１，３００

） 

（１２，０１１

） 

（１３，６２９

） 



 （うち都

道府県支出

金） 

（４，２０６） （５，２３９） （５，６００） （６，００６） （６，８１４） 

 （うち市

町村の繰入

金） 

（１１，６７０

） 
（９，０９０） （５，６００） （６，００６） （６，８１４） 

その他 ８８ ２，１９８ ― ― ― 

（歳出） ３５，９００ ４５，５３０ ４５，２００ ４８，０４５ ５４，５１５ 

保険給付金 ３２，５１９ ４１，２２５ ４５，２００ ４８，０４５ ５４，５１５ 

総務費 １，９９９ ２，１０６ ― ― ― 

その他 １，３８２ ２，１９９ ― ― ― 

利用者負担

額 
３，９８２ ５，０３５ ６，０００ ５，９５０ ６，７５２ 

総  費  

用 
４１，９８２ ５１，６０１ ５１，２００ ５３，９９５ ６１，２６７ 

 

（ 出典 ）１２年度及び１３年度は、介護保険事業報告年報。１４年度予算からは厚生労働省資料。 

（ 注  ）１２年度及び１３年度決算の市町村繰入金の中には、市町村の定率負担に加えて、国負担による第１号

保険料減免分を補てんする円滑導入基金からの繰入金が含まれている。  

 


